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はじめに一本稿の目的一

株主代表訟訴制度は、イギリス法に起源をもち、

アメリカ法で発展した。日本においては、昭和25

年商法改正によりアメリカ法の株主代表訴訟制度

を導入した。同じアジアである中国の場合には、

社会主義の経済体制jが存在したことで、会社法の

成立・発展が遅れ、 2006年の法改正により、初め

て株主代表制度を設定するに至った。

アメリカでは、訴訟社会を背景として、訴訟の

件数だけでなく、売名目的、取締役に対する報復

など不当な訴訟の発生する割合も高くなる可能性

があるため、このような不当訴訟になるべく早い

段階から対応できるように訴訟委員会制度が設計

されている。

日本の場合には、平成5年の商法改正(商267

条4項)によって、訴訟手数料を引き下げ一律に 8、

200円(現在は、 13、∞0円)とすることで、株主
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代表訴訟が容易に提起されるようになった。さら

に、弁護士報酬以外の費用の相当額を会社に対し

請求できるようにしており(会社法852条1項・3

項)、弁護士側から成功報酬の目当てで訴訟を起こ

すことあると考えられることから、訴訟件数が増

加することも懸念される。しかし、日本法には、

濫訴防止策として原告株主の適格制限、監査役の

事前申立て制度及び担保提供制度が設計されてい

るが、有効性において不充分となっている。これ

に対し、濫訴防止の目的で、経済界からは、アメ

リカに存在する訴訟委員会制度を導入すべきであ

るという声が今日でも強く存在する。一方で、株

主代表訴訟制度の設定が遅れた中国でも同じよう

な声が時々聞こえる。それは、株主代表訴訟制度

については、まだ未成熟な段階であるが、急速な

経済発展により、様々な状況に対応できるような

機関構成が望まれていると考えられる。

そこで、本稿では、株主代表訴訟を提訴後に却

下するアメリカ法の訴訟委員会制度は、どのよう

な理論的な基礎および機関上の構造・内容をもつ

ものであるかを明らかにした上で、その制度の日

本・中国の株主代表訴訟への導入について検討す

る。

本稿では、第一に、アメリカ会祉法の株主代表

訴訟における訴訟委員会制度の法的な構造(制度

の趣旨、委員会の構成、判断基準、訴訟却下の手

続きなど)をその形成経緯から概観する、第二に、

日本法における株主代表訴訟の構造・内容を明ら

かし、日本法に訴訟委員会の導入に対する意見・

議論を検討する、最後に、日本・中国の実情から

訴訟委員会制度の導入が必要か否か検討した上で

私見を述べてみる。
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1.アメリカの株主代表訴訟

(1)沿草・発展

株主代表訟訴制度は、イギリス法に起源をもち、

アメリカ法で発展した。アメリカの株主代表訴訟

は1843年のイギリスのFossv.Harbo枕le事件に由

来し、独自に発展してきたと言われている。

1817年のAttomeyGeneral V. Utica Ins Co.事
件において、 Kent大法官は、傍論であるが、業務

執行者が受託者として詐欺的信任義務違反につき

責任を負うことを認めた。これを契機として、少

数株主が強情な経営者を訴える理論が一応出来上

がり、少数株主が会社の損害の回復のための訴訟

を提起する可能性について言及し、少数株主によ

る訴訟への道が聞かれた 1)0 1831年のTaylorv. 

脳 amirExportiong CO.事件が、株主代表訴訟の初

めての勝訴事案として報道されたが、明確な原則

は打ち出されなかったため、あまり注目されなかっ

?こわ。

アメリカの株主代表訴訟の起源と言われる 1832

年のRobinsonv.Smith事件においては、ニュー

ヨーク州最高裁判所判決は、「信託受益者である株

主は、取締役の信託義務違反に対して、会社が責

任追及を拒否した場合には、ほかの株主としてそ

の責任追及のための訴訟提起ができるJ3)と判示し

た。すなわち、会社における取締役と株主の関係

は信頼関係と構成され、通常は会社の名義により

会社の損害回復を求める訴訟を提起すべきである

が、株主は、ほかの株主(自己と同じ立場の株主)

の代表として取締役の信認義務違反を追及する訴

訟を提起することができた。この事案では、株主

の提訴権は、会社の権利から派生したものとは捉

えられておらず、会社の権利と併存するものと理

解されていたと考えてもよい 4)。言い換えれば、原

1 )山田弘泰『株主代表訴訟の法理J26頁(信山社、
2(問。年)、周剣飽 f株主代表制度J13頁(信山社、
1996年)。
2)藩秀麗「中国会社法における株主代表訴訟制度の
現状と課題ーアメリカ法との対比をふまえて-J
九大法学紀要論文130頁。
3)高橋均『株主代表訴訟の理論と制度改正の課題j
113頁(同文館、 2(附9年)。

4)山田弘泰・前掲注(1)26頁。
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告株主は、自己と同じ立場にある株主全員を代表

して訴訟を提起するという意味である。 1885年の

Dodge v. Woolsey事件におけるアメリカ連邦最高

裁判所判決は、第三者の責任追及に関する訴訟と

して有名である 5)0最高裁判所は、この会社財産が

違法に搾取されていると認識し、株主が会社に代

位し訴訟を提起できると判示した 6)。

1843年のイギリスのFo錦、にHarbottle事件の判

決は、その後のアメリカの代表訴訟制度に大きな

影響を及ぼした 7)と言われている。 Foss事件判決

による原則では、二つの基本原則とそれらの例外

が含まれているo 具体的には、多数決原則と適切

な原告原別である 8)。

株主の会社に代位して提訴をすることをすべて

否定するのではなく、例外として認められる場合

が挙げられている引。

Foss原則(多数決原則と適切な原告原則)のア

5)この事件は、オハイオ州がクリープランド商業銀
行に課した法人税は連邦憲法に違反するとして、
クリープランド商業銀行の株主が法人税の支払い
の差止めを求めて提訴したものであった。
6)山田弘泰・前掲注(1)27 -28頁。
7)本事件は、公囲の造成などのため設立した株式会
祉の二人の株主が、株主全体を代表し、会社と違
法な土地の転売取引や担保設定を行った取締役ら
の会社資金の使用に対して訴訟を提起し、損害賠
償を求めた事案である。藩秀麗・前掲注 (2)141 
頁注(104)参照「もっとも、権利が集中している
団体の理事による権利置用から団体の構成貝を保
護する観点から、十九世紀の半ばよりはるかに以
前にすでに救済の必要性が認識され、その法的な
性質が検討されたと言われているJ。
8)藩秀麗・前掲注 (2)128頁、多数決原則とは、会
社経営者の業務執行については、株主麓会を通じ
て多数株主により合法的に認められた不正当行為
に裁判所が介入すべきことはないという原則であ
る。適切な原告原則に関して、 Fossv.Harbottle 
事業での裁判官は、「会社が損害を被った場合、会
社は自己の名義、会社の身分により提訴を提起す
べきであり、または法律により指定された代表者
の名義で訴訟を提起すべきであるJを判示した。
9)川島いづみ「イギリス会祉法における株主代表訴
訟の展開J奥島孝康教授論文集編集委員会編『比
較会社法(第一巻)J(奥島孝康教授還暦記念)50 
頁(成文堂、 1鈎9年)、四つの例外とは、 ar訴え
られた行為が会社の縮利能力外の場合」、 br榔成
員の個人的ないし私的権利が侵害された場合J、c
f問題の行為が株主総会の特別多数決によってのみ
承認されうる場合J、およびdr不正行為者(被告)
が会社を支配する場合において問題の行為が少数
派に対する詐欺的行為に該当する場合Jである。



メリカ法への影響は、 1870年代から現れ始めた。

Brewer v. Proprietors of Boston Theatre事件にお

いて、マサチューセッツ州の最高裁は、代表訴訟

を提起するには原告株主が会社による訴訟の救済

の不可能を立証しなければならないと初めて明確

に指摘した。その後の連邦最高裁のHawesv. 

Oakland事件は、最も Foss原則の影響を受けて

いるといわれている 10)。

(2)提訴請求制度

アメリカの株主代表訴訟制度では、不当訴訟に

ついて早い段階から手続面で対応をとる提訴請求

制度と訴訟終了制度が設計されている 11)。

株主が株主代表訴訟を提起するには、取締役会

に対して提訴請求をすることが必要とされるo こ

れは、連邦の裁判手続を定める述邦民事訴訟規則

や各州法が要求しているものである。提訴論求制

度とは、株主が取締役の責任追及を行うために代

表訴訟を提起するためには、取締役会に対して当

該取締役を提訴するように、事前の論求を書面に

よって行うことである(連法民事訴訟規則23.1条)。

提訴請求の書類には、請求原因や代表訴訟の被告

の名前、会社に生じた損害額、原告が要求する救

済などが記載される。提訴請求をされることで取

締役会は、会社内に生じている問題点を検討し、

顧問弁護士などと相談しながら会社にとって最善

の選択をする機会を得ることになる 12)。要するに、

問題を発生させた取締役、会社に生じた損害事実、

原告の提訴原因事実および根拠を提訴繍求書に記

載しなければならない。かかる要件が適切性を欠

く場合には、却下事由となる。また、提訴請求書

の記載内容に疑問があるときは、会社は株主に対

して説明を要請することも可能であるo

事前の請求制度の目的は、株主が会社に代位して

行う株主代表訴訟の法構造から、株主から取締役に

10)藩秀麗・前掲注 (2)131頁、高橋均前掲注 (3)
115頁参照。
11)小林秀之=高橋均『株主代表訴訟とコーポレート・
ガパナンスJ122頁(日本評論社、 2∞8年)。
12)釜田薫子「代表訴訟の日米比較ー米国の代表訴訟
終了制度を中心にー監査役のための株主代表訴
訟読本一一同志社大学監査制度研究会と日本監査
役協会関西支部監査実務研究会との共同研究報告
書J33頁(日本監査役協会関西支部、 2003年)。

対して提訴または適切な是正措置を講ずる要請をす

る意味合いとともに、株主に対して事前の提訴請求

手続というハードルを設けることにより、株主の濫

用的な訴訟を防止する目的もある 13l。すなわち、株

主の個人的な利益に基づく訴訟の防止である。

(3)訴訟終了制度

①取締役会による判断

アメリカの株主代表訴訟制度においては、原告

株主の提訴に対して、裁判所が実質的な審理をす

る前に提訴を終わらせる却下制度が存在しており、

この場合却下制度をカバーする範囲が極めて広い

ことが大きな特色である 14)。すなわち、アメリカの

取締役会は、自らの決定に基づいて訴訟を終了さ

せる権限を有している。

取締役会が提訴請求書に記載された内容に対し

て調査した上で、合理的な期間内で判断をし、結

果を出す。提訴請求が拒否された株主は、裁判所

に対して取締役会は被告や違法行為と利害関係が

あるため公正な判断ができないと主張することに

なるが、裁判所の検討により取締役会に利害関係

がなく公正的な判断であったと認められれば、そ

の判断は裁判所に尊重され、訴訟も終結になる。

すなわち、取締役会は、一定の要件(被告や違法

行為と利害関係を有しない)を満たすことで、株

主に提起された訴訟に対して判断をし、「会社の利

益に反する」を理由として株主の主張を拒否しそ

の訴訟を却下することができるo このような構造

は、訴訟委員会が生み出されるまでに続かれた。

1970年代以後、株主代表訴訟を遂行すべきか否か

に関して決定するのは訴訟委員会である。

②訴訟委員会による判断

1)訴訟委員会制度の起源・背景

代表訴訟終了制度は 1882年に起源したが、アメ

リカ法における訴訟終了の問題が最も注目される

ようになったのは、訴訟委員会が萌芽・発展して

きた1970年代からであるといわれている 15)。

1960年代から 1970年代にかけて、アメリカの

13)小林秀之=高橋均・前掲注 (11)122 -123頁。
14)小林秀之=高橋均・前掲住 (11)147頁。
15)釜田誠子・前掲住 (12)33頁参照。
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会社および会社の代表者は、海外で事業を獲得す

るために、外国での違法な支出を多数行っていた。

また、 1973年のウォーターゲート事件後、多くの

会社が圏内における違法な政治献金(リチヤード

M.ニクソンの1972年の選挙運動のため)をした

ことが明らかとなった。投資者の保護を目的とし

て連邦の証券取引所法によって設置された機関で

ある証券取引委員会(以下、 SEC)は、そのよう

な事実を会社が開示しないことが証券法に反する

という見解を公表した。数百件の事件を処理する

ために、 SECは自発的法令遵守プログラムを制定

した。 SECは、自らの業務を徹底的に調査し、違

法な支出を自発的に開示した会社に対しては軽い

処分を与えたのみで済んだため、会社は、問題を

対処するために独立法律顧問に補助された外部取

締役による委員会を利用するようになった 16)。すな

わち、 SECの調査において、訴訟委員会制度が生

み出されたのである。

1974年のSECな Mattel判決で、訴訟委員会は、

同意判決 17)が命じた手続の中で、会社がなした違

法行為の調査を目的として設置されるようになっ

た。初期の訴訟委員会は公的機関の調査の手助け

として会社の内部の問題を解決するためのもので

あった。最初には、権限が限られていたが、報告

することにより少しずつ大きな権限を与えられる

ようになっていた。しかし、この判決において形

成された訴訟委員会の設置は、裁判所が命じた措

置に加えて示された付随的な救済にすぎないと考

えられていた 18)。

1976年のSECv. The General Tire事件におい

て下された同意判決は、訴訟委員会に対して積極

的な活動を命じた。訴訟委員会は詳細な報告書を

SECに提出し、将来の違法行為を防止するために

16)アーサー・ R・ピント=ダグラス・ M・プランソ
ン[米田保晴 監訳)rアメリカ会社法J622頁(レ
クシスネク・ジャパン、 2010年)。
17)同意判決とは被告が原告の請求している措置に同
意する形でなされる判決である。 SECが不正支出
を行っていた会社に対する差止め命令を裁判所に
申し立てたことにより、申立てを受けた会社が一
定の措置をとることを条件に同意判決が下された。

18)釜田熊子『米国の株主代表訴訟と企業統治 裁判
例にみる取締役責任追及の限界J67頁(中央経済
社、 2001年)。
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会社内部の是正措置について提言することも行っ

たのであるo それは、公の機関の監視の範囲内で

会社自身が自主的に問題解決のきっかけになった

ことは否定できない 19)。

訴訟委員会の役割がもっとも注目されたのは、

取締役から権限委譲された訴訟委員会の判断を尊

重して、原告株主の訴訟提起を却下した1976年の

Gall v. Exxon Corp事件却)判決であるoこの事件は、

会社の取締役らが外国公務員に対して不正支出を

したことが縞求原因となった事件である。事件の

概要は、以下である。

Exxonのイタリア子会社の役員が、イタリアの

政治的利益のために5，900万ドルの寄付をした。

株主Gallが提訴請求の無益性を主張して会社の資

金を不正に支出したことに基づき代表訴訟を提起

した後、 Exxon社は、付属定款を改正して、 3名

の新任かまたは直近に任命された取締役を委員と

する「訴訟委員会Jについて規定した。元ニュー
ジャージー州最高裁判所主席判事が、弁護士とし

てその委員会を補佐した。 4カ月にわたって 1∞
名以上の証人と面談した後、委員会は82頁の報告

書を作成し、「…Exxon社およびExxon社株主の

最善の利益に反するJと結論づけた。裁判所は、「問
題となっているのは会社の利益であるから、会社

のために訴訟を提起すべきか否かをまず初めに決

定するのは、会社の取締役の責任である。従って、

訴訟原因を主張するか否かについての会社取締役

の決定は、経営者の健全な経営判断に委ねられる。

…J211と認定し、Gallの訴えを却下した。すなわち、

裁判所は訴訟について判断する権限を取締役が訴

訟委員会に委譲することを認めたのである。

Gall判決以後、多くの判例において、訴訟委員

会による訴訟について判断する権限が認められて

いる。それを契機として、 1980年代には、訴訟委

員会の判断に対して、株主代表訴訟を終了させる

機能を認知させる裁判が続いたことから、その設

置が一般的になってきた釦。

19)釜回議子・前掲注(18)67頁。
初)418 F. Supp 508 (S.D.N.Y.1976) . 
21)アーサー .R・ピント=ダグラス・M・プランソ
ン[米田保晴 監訳】・前掲注(16)623頁。
22)小林秀之=高橋均・前掲注(11)161頁注 (41)
参照。



2)訴訟委員会制度の意義・要件および調査

( i )訴訟委員会制度の意義

訴訟委員会は、株主からの取締役等に対する提

訴要求を受けて、会社として提訴するか否かを決

定する権限を有する訴訟委員会が社外取締役によ

るガバナンスを期待できるシステムである 23)。つま

り、訴訟委員会は常設な組織ではなく、訴訟のた

びに新たに設置される機関であり、原告株主の「取

締役は利害関係があるため正当な判断ができないJ
という主張を回避するために、独立取締役や社外

専門家から構成される委員会であるo

訴訟委員会が認められたことによって、取締役

自体は公正な判断ができないとされた場合でも、

会社はなお訴訟委員会を設置することで、さらな

る訴訟却下申立てをすることが可能となった。要

するに、訴訟委員会が取締役会の代わりに調査・

検討し、「訴訟が会社の最善の利益に反するJとい
う判断をすれば、裁判所に係属中の訴訟の却下申

立てができる。従って、訴訟委員会制度は、会社

の最善の利益に反する訴訟の提起を防止する意義

があるo 言い換えれば、濫用訴訟を早い段階で止

める役割がある。

裁判所は、会社機関の意見を検討する機会を二

度与えていることは、被告取締役に対する損害賠

償請求権を有しているのは会社自身であり、その

請求権を行使するか否かは会社の経営判断に委ね

られる性質のものと考えられているから ((24)24))で

ある。通常、裁判所が検討しているのは取締役会

が被告や違法行為と利害関係があるがどうかのみ

であるから、原告株主の申立てが技術的に優れた

場合や取締役会の手続が欠けている場合には、会

社にとって不利かどうかに関係なく原告の訴訟提

起が認められる可能性が高い。それによって会社

の最善の利益に反する訴訟も容認される恐れがあ

る。そのため、裁判所は、訴訟委員会に改めて機

会を与え、会社の内部を調査させ、検討した結果

を尊重することによって会社の利益を保護するこ

とを図っているのである。

23)小林秀之『新会社法とコーポレート・ガパナンスj
75頁(中央経済社、 2006年)。
24)釜田薫子・前掲注(12)34頁。

( u )訴訟委員会の構成員の要件

取締役会に代わって株主代表訴訟提起を却下す

べきか否かを判断する訴訟委員会の構成員の要件

については、アメリカ法律協会 (ALI)は、「分析

と勧告Jの中で整理しているお)。具体的に、訴訟委
員会の要件は以下のようである、

ア 訴訟委員会は、 2人以上の者で構成されて

いること、

イ いずれの構成委員も、当該代表訴訟に利害

関係を有する者であってはならないこと、

ウ 訴訟委員会は、当該状況において、グルー

プとして客観的判断ができること。

「分析と勧告Jの解説においては「この要件が満
足されているがどうかを裁判所が判断する際には、

調査に偏見を与えるような他の関係も考慮すべき

であるJとしている加。すなわち、形式的な独立性
をもつことより、客観的に判断できることを要件

とすることの実質性が重視されていると考えられ

る27)。要するに、訴訟委員会の構成員のメンバーは、

被告取締役や違法行為と利害関係がなく、誠実に

公正な判断を下すのが要求されている。会社や被

告との事業上の関係、寄付金を受けたという関係、

会社との法律顧問関係、被告との友人関係、隣人

関係、親類が関係者である関係などがあれば構成

員になることを否定する要因として考慮される加。

従って、取締役の責任を追及するものであるか

ら、誠実・公正に判断できるメンバーで構成され

た訴訟委員会は、当該訴訟に対して偏見を持たず、

「客観的判断Jができる。
(ui)訴訟委員会による調査

実務においては、初めから訴訟委員会による調

査・検討をすることがあるようである。訴訟委員

会は請求原因と関連すると思われるすべての文書

を検討し、会社内の関係者にインタビューを行う

という方法で調査を進める。訴訟委員会は会社の

25) ALIの「分析と勧告Jでは、訴訟委員会と取締役
会を併記しているが、取締役会が訴訟委員会の要
件・役割を果たしていれば、敢えて訴訟委員会を
設置しなくてよいものと解せられる。小林秀之・
高橋均前掲注 (11)162頁注 (43)。
26) ALI. supra note8. ~ 7.09 at 122。
27)小林秀之=高橋均・前掲注 (11)127頁。
28)釜田誠子・前掲注(12)37頁。
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内部を調査する際に、被告取締役と利害関係のな

い弁護士を選んで補佐を受ける。補佐弁護士は法

律的な観点により作成された報告書を訴訟委員会

に対して提出する。その報告書には、訴訟委員会

が会社の最善の選択肢を判断する際に参考にでき

るように、調査結果に関する検討も記載されなけ

ればならない。

原告の主張が裁判所に認められた場合には、原

告は訴訟委員会の調査内容について証拠開示請求

権がある。証拠開示によって、訴訟の両当事者が

すべての情報・証拠を共有することができるo 弁

護士が調査の内容や訴訟のためのメモが開示きれ

なくてもよいので、会社側の戦略として、訴訟委

員会の調査をできるだけ弁護士に任せるのが考え

られる制。すなわち、委員会つまり会社は、開示免

除特権によってできるだけ広く保護され開示を免

れることを望んでいるから、最初から戦略をたて

るように対処しているであろう。弁護士に任され

た調査手続が多ければ多いほど開示免除特権に

よって開示しなくてもよい情報は多い。このよう

なことを考感すれば、訴訟の両当事者に情報・証

拠が平等に共有しているとは言えない。しかし、

このような場合には、裁判所に訴訟委員会の手続

が不誠実なものであるとされる可能性が高く、下

された判断も尊重されないであろう。従って、訴

訟委員会は会社に対する調査の全体を把握し、あ

る部分のみ弁護士の補佐を受け、誠実的な調査を

行わなければ、裁判所に認められないと考えられ

るo 次には、訴訟委員会の手続の誠実性について

肯定または否定された判例を挙げてみる。

1985年のRorsengartenv. Buckley事件におい

ては、裁判所は、「弁護士によってすでにインタ

ビューがなされていても、訴訟委員会はそれらの

証人に対して委員会自身が再度インタビューをす

る権限を留保していたという証言が存在する。…

本法廷は、訴訟委員会のインタビューについての

手続は適切なものであったことを認めるものであ

るJ蜘と述べ、訴訟委員会の手続の誠実性を認めて

29)釜田薫子・前掲注(12)35 -36頁参照。
30)釜田薫子・前掲注(18)84頁。本事件は、取締役
のなした行為が会社に対する信認義務違反にあた
るとして、マツコーミック社の株主が提起した株
主代表訴訟である。
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いた。

逆に、 1991年のZitin双Turley事件の判決では、

訴訟委員会の手続の誠実性が否定された。裁判所

は、「委員会と弁護士が、報告書の基礎となるコミュ

ニケーションや情報の全てが特権的性質を持つよ

うな調査をあらかじめ計画したことは明白である。

このような戦略は、証人へのインタビューが弁護

士によって指締され、弁護士によってのみ記録さ

れたという点において特に明らかであるo …本法

廷は、このような戦略は委員会および弁護士の調

査における誠実性の欠加を示すものであると考え

る」却と述べた。すなわち、弁護士に完全に任せた

訴訟委員会は自分の役割である調査義務を放棄し

たとみられ、訴訟委員会の報告書が誠実性を欠き、

結論も不合理で信頼できないものとなり、裁判所

に尊重されるべきではないことしたのである。

従って、訴訟委員会が独立の弁護士によって「補

佐Jされることは、一般的には訴訟委員会が誠実
に会社の内部について調査していることの表現で

あると考えられる。しかし、上述の包括nv. Turley 

事件のように、訴訟委員会が弁護士に調査の大部

分の内容を任せることや、証人へのインタビュー

を指揮することなど不合理な手段で活動成果を入

手したことは、訴訟委員会が事件を調査する特権

を濫用していると考えてもよいであろう。裁判所

は訴訟委員会が特権を濫用せずに誠実に調査を行

うことを望んでいるから、手続面の審査が重要と

なる。故意に審査を回避するために訴訟委員会が

戦略をたてたことが裁判所に認められれば、その

手続の誠実性も否定されるに違いない。その結果、

裁判所による審査をなすことで、訴訟委員会が弁

護士に過度に依存することや、最初から戦略をた

てることへのストップがかかり、訴訟委員会が誠

実な行動を行なわざるを得ないことになるのでは

ないだろうか。よって、訴訟委員会の調査により、

会社に不利益な訴訟が裁判所に提起される前に会

社内部で止められることになる。

3)経営判断原則の適用と二段階アプローチ

経営判断原則 (BusinessJudgment Rule)とは、

「取締役の経営上の判断は、たとえ会社の損失をも

31)釜四球子・前掲注 (18)87 -88頁。



たらす結果が生じたとしても、その当・不当につき、

裁判所が事後的に介入しないとする会社法上の法

理J32)である。アメリカにおいては、経営判断原則
は、判例を通じて生成・発展してきた法理であるo

経営判断原則は利害関係のない者による誠実かっ

独立な決定を前提としている。

1976年のGallv. Exxon COrp事件において、裁

判所は、代表訴訟を提起するかどうかということ

は、経営者の健全な経営判断に属することであり、

詐欺、共謀、自己利益、不正直・不合理な経営判

断の行使などがなければ、裁判所は経営者の判断

に干渉すべきではないとしたo すなわち、経営判

断の原則の適用については言及したといえよう。

1979年のAuerbachv. Bennet事件却の判決は、初

めて訴訟を終結するとの訴訟委員会の決定に経営

判断の原則を適用すると判示した加。

この事件では、GeneralTelephone & Electronics 

社が外国の政治家や公務員に賄賂や不正なリベー

トの支払いをしていたとして、原告の株主

Auerbachが同社の取締役と会計監査人を相手に代

表訴訟を提起して責任を追及した。同社の取締役

会は、その不正行為当時取締役ではなく、本訴訟

で被告とならなかった三名の取締役からなる訴訟

委員会を設置し、この訴訟について調査させた。

訴訟委員会は、6カ月の調査に経て、「被告取締役は、

個人的な利益事受しておらず、また、この訴訟を

進めることは、会社の最善の利益にならないJと
の結論を下したo ニューヨーク州控訴裁判所は、

当該決定が合理的調査に基づいて利害関係のない

取締役による委員会によってなされた場合には、

「裁判所は、一般的に経営者の決定を評価するのに

適しておらず、株主代表訴訟の請求権自体は会社

に帰属する。詐欺または不誠実がない限り、裁判

所は訴訟委員会の決定を尊重すべきであるJと述
べたお)。すなわち、代表訴訟を提起するかという判

32)田中英夫ほか樹『英米法辞典J115頁(東京大学
出版社、 1991年)。
33) 47 N.Y.2d 619，393 N.E.2d 994，419 N.Y.S.2d 920 
(1979) . 

34)岸田雅雄=近藤光男=黒沼悦郎 fアメリカ商事判
例研究J90頁(商事法務、 2001年)。
35)アーサー 'R・ピント=ダグラス・M・プランソ
ン【米田保i崎 監訳】・前掲注(16)624頁。

断は会社のほかの経営政策と同様、取締役会の裁

量と支配の範囲内にあり、裁判所はその決定に干

渉することができない。また、訴訟委員会の独立性、

調査の手続き等の適切性については、取締役会が

証明責任を負うが、裁判所はこれらにつき審査を

しているという意味である。

従って、 Auerbach判決により、裁判所はその後、

訴訟委員会が当該訴訟につき利害関係を有しない

こと、調査が入念になされたことについて審査す

る。たとえ訴訟委員会のメンバーが利害関係を有

しないことと、調査の手続きが適切であることを

裁判所が認めれば、訴訟委員会が下した判断を噂

重し、その訴訟を却下しなければならない。その

ような判決が下された事件がたくさんあった。

Burks v. Lasker事件却は、FundamentalIn鴨S旬間

社がペンセントラル社の手形を取得したところ、

ペンセントラル社が倒産し、手形の支払いを受け

られなかったことから、 Fundamental社の株主が

同社の取締役等を相手として、軽率に手形を取得

したことを理由とし、忠実義務違反、投資会祉法・

投資顧問法違反にもとづく責任を追及する代表訴

訟を提起したものである 37)。本件においても、裁判

所は経営判断の原則を適用している。

それから、 Lewisv. Anderson事件においても、

経営判断の原則が適用されている。裁判所は、カ

リフォルニア法の下では、取締役の大半が被告と

なっていても、利害のない取締役からなる訴訟委

員会が、訴えは会社の最良の利益にならないと誠

実に決定を下した場合には、経営判断の原則が適

用されるお)と判示した。

ここから見れば、訴訟委員会が自ら審査を行う

ことにより株主代表訴訟を却下するという手続き

を支持する判決が多かったことがわかった。

Zapata Corp. v. Maldonado事件39)において、

デラウェア州最高裁判所は最初に二段階アプロー

チを採用した。この事件は、原審 (Maldonadov. 

Flynn)で裁判所が、代表訴訟には、株主個人の

訴訟の面と会社に訴訟を起こさせる面とがあり、

36) 441U.S.471，60L.Ed.2d404. 
37)近藤光男『会社支配と株主の権利J118頁(有斐閥、
1993年)。
38)近藤光男・前掲注 (37)118 -119頁。
39) 430 A 2d 779 (Del. 1981) . 
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前者は株主個人の権利に属し、会社は裁判所の吟

味なくして訴えを終了させることはできないので

あり、経営判断の原則は取締役会に代表訴訟を終

了させる権限を与えないとの判決を下したのに対

して、Zapata社が上訴したものである制。デラウェ

ア州最高裁判所は、原審を破棄・差し戻して、次

のような判旨を展開した。第一に、「取締役会が代

表訴訟を終結させるか否かは、会社が設立された

州法が規定するJとした上で、「代表訴訟が会社に
とって利益にならないと取締役会が決定したとき

は、違法でない限り、裁判所は取締役会の決定を

尊重するJとして、取締役会における経営判断原
則の適用を認めた。第二に、「取締役会への請求が

無益であり、原告株主の取締役会への請求が免除

されたならば、裁判所は訴訟委員会の独立性と誠

実性、あるいは結論を支持する根拠を審査するう

えで、代表訴訟の却下の申立てを受け入れるかど

うか、裁判所自身による独自の経営判断原則によっ

て決定する」と判示した m。

裁判所は、違法な決定でない限り、取締役会は

訴えを進行させないという決定を下す権限をもっ

とした。一方で、委員会制度を使うことによって

会社が善意の株主に提起された適切な訴訟を終わ

らせることができれば、取締役の普管注意義務を

監督する手段として株主代表訴訟の効果が失うこ

とになる。しかし、会社が勝訴の見込みもなく会社・

全体の株主に利益をもたらせない訴訟を早い段階

で終了させることも大切であるo 従って、裁判所

はバランスをとるために、従来とは異なる新しい

二段階アプローチを設けたと考えられる。言い換

えるとすれば、裁判所の目的は、濫用的な訴訟を

訴訟の入り口で排除する会社の権限を尊重しなが

ら、株主の代表訴訟を提起する権限も訴訟委員会

の決定によって侵害されないである。

上述のように、 Auerbach事件と Zapata事件ら

の判決においては、裁判所は訴訟委員会の下した

判断を噂重する傾向にある。置用的な代表訴訟や

会社または株主全体の利益に害するような訴訟を

排除し、一方で、株主による正当な代表訴訟を守

ることも考慮している訴訟委員会制度は、合理的

40)近藤光男・前掲注 (37)119 -120頁。
41)小林秀之・高橋均・前掲注(11)135頁。
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であろうと考えてもよい。

しかし、取締役によって構成された訴訟委員会

が、株主代表訴訟を判断すること自体が、構造的

な偏向を抱いているという見解もある。

4)構造的偏向

訴訟委員会の構成員が訴訟に利害関係を有しな

いことが要求されている。しかし、この要件が満

たされたとしても、訴訟委員会は偏見をもたずに

公正的な判断ができないのではないかという、い

わば「構造的偏向」の考え方が存在している。要

するに、訴訟委員会を構成している独立取締役が、

同じ経営者として利害関係は有しないが、無意識

的な偏りをもって被告取締役の責任をないとする

判断を下す可能性がある。

Miller v. Register And Tribune Syndicate事

件-12)において、原告は会社の取締役が不当に低い

価格で会社の株式を幹部従業員に売却したと主張

した。アイオワ州最高裁判所は、本事件の判決で

次のように述べた。独立の委員会の構成員が彼ら

を任命した取締役から人的、経済的もしくは道徳

的影響を受けていないと想定することは非現実的

であり、訴訟の当事者である取締役によって任命

された訴訟委員会は構造的偏向の可能性が十分に

大きく、個々の事例での正確な証拠を得ることが

困難であるので、取締役の権限を有効に制限でき

る対応策の採用が必要となる 43)。

近時のOracle事件判決は、社外取締役の独立性

について厳格な態度をとり、訴訟委員会の判断を

支持することを拒否した判決である。

裁判所は、従来の判例より社外取締役の独立性

の要件を厳格にとらえ、訴訟委員会のメンバーで

ある Oracle社の社外取締役の独立性に疑念をも

ち、却下の申立てを斥けた。この事件では、代表

訴訟によって責任を追及されている取締役は、訴

訟委員会の構成員である社外取締役が在職してい

る大学の同窓生であり、多額な寄付をその大学に

行っていたことが注目されていた。すなわち、大

学の教授とその大学に多額の寄付を行う者という

社会的な関係に綿密な注意を払っていることに特

42) 336 N.W.2d 71ω (lowa 1983) . 
43)岸田雅雄ほか・前掲注 (34)91頁。



徴がある 14)。かつては、社外取締役の独立性を否定

する利害関係は、直接の経済的金銭的な関係に限

定されていたが、現在においては、取締役の独立

性を損なう非金銭的な力にも注意を払わなければ

ならないまで範囲が拡大した。

現在、訴訟委員会は、取締役会に代わって原告

株主の訴訟却下の是非を判断する役割をもってい

るが、訴訟委員会の設置が盛んになってきたのは、

その背景には、会社の最善の利益に合致しないと

の理由から、訴訟の却下申立てを行う場合が圧倒

的に多かったからであるo この点は正当な調査の

結果かもしれないが、一方で、取締役の責任が暖

昧になるとの指摘もある 45)。訴訟委員会の構成員は

裁判官・社外弁護士・学者・公認会計士などが多

く選任される。その中に、 Oracle事件の社外取締

役のように、被告取締役の同窓生もしくは知合い

が構成員として選ばれれば、直接の「利害関係j

は存在しないが、当該取締役に親近感を抱いてい

ないとは言い切れない。このような場合には、客

観的な判断を下せるかどうかが疑問となる。

アメリカの判決には、訴訟委員会には構造的偏

向があることから訴訟委員会の判断を支持するこ

とを否定しているものも見られる。しかし、多数

の判例は、そもそも訴訟委員会には構造的偏向が

あるとの考え方自体を否定している。問題とすべ

きなのは、当該事件において、訴訟委員会が独立

の判断を妨げるような特別の状況が存在している

かどうかであるとしている。結論としては、訴訟

委員会に構造的な偏向がないとはいえないが、だ

からといって訴訟委員会制度自体を否定すべきこ

とはならないとする見解が多いである 46)。

(4)小括

アメリカの株主代表訴訟制度におけるもっとも

大きな特色は訴訟終了制度の設置することである。

アメリカの取締役会が日本と異なって、原告株主

の提訴請求書に記載された内容に対して調査した

上で、自らの決定に基づいて提訴を終結させる権

44)近藤光男「代表訴訟と監査役の機能J黒沼悦郎=
藤田友敬編『企業法の理論(江頭憲治郎先生還暦

記念)J607頁(商事法務、 2007年)。
45)小林秀之=高橋均・前掲注 (11)129 -130真。
46)近藤光男・前掲注 (44)606頁参照。

限を有しており、また、取締役会が被告や違法行

為と利害関係を有しなければ、その決定は裁判所

に尊重される。 1970年代に入札 SECは違法な政

治献金事件を調査するために、外部取締役による

委員会を利用するようになった。よって、「訴訟委

員会Jが制度として登場した。さらに、 1980年代
から、訴訟委員会の設置が一般的になってきた。

訴訟委員会は独立取締役や社外専門家から構成

され、構成員は、被告取締役や違法行為と利害関

係がなく、誠実に判断を下すことが要求、重視さ

れている。すなわち、被告との事業上の関係、友

人関係、隣人関係、親類が関係者である関係など

があれば構成員になることができない。それによっ

て、誠実・公正に判断できるメンバーで構成され

た訴訟委員会は、偏見を持たず、客観的判断がで

きると考えられるo 訴訟委員会には構造的偏向が

あるとする見解に対して、多数の判例は訴訟委員

会にはその考え方自体を否定しているo すなわち、

制度自体が偏向を持っているのではなく、訴訟委

員会の独立性を妨げるような人為的な行為が存在

していると思われる。

訴訟委員会が「会社の最善の利益に合致しないj

という理由で訴訟却下の申立をするのが通常であ

る。しかし、前述のように、訴訟委員会はその理

由を簡単に利用することができず、厳密かつ誠実

な社内調査を行わなければならない。訴訟委員会

の調査により、不当な訴訟が裁判所に行く前に会

社内部で歯止めとなるo よって、訴訟委員会は濫

訴を抑制する機能を有している。他方、訴訟委員

会が「会社の最善の利益に合致しないJという理
由で訴訟を却下するケースが多いから、訴訟委員

会の機能が疑われるべきであるとの指摘がある。

しかし、訴訟大国のアメリカにおいては、訴訟件

数が多いため、濫用的な訴訟の割合で数も多く存

在すると考えられ、そのような結果になるのも不

思議なことではないであろう。

2. 日本における株主代表訴訟と訴訟委員会

(1)日本における株主代表訴訟

①沿革・背景

株主代表訴訟制度は、昭和25年改正に日本の商
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法に導入された。旧商法275条において、会社が

取締役に対して訴えを提起する場合には、 監査役

が会社を代表すると定められていた。言い換えれ

ば、監査役がすべての権限を握り、取締役に対し

て訴えを提起するか否か、さらには、提起した訴

えについての訴訟遂行・和解 ・取下げ等のことも

決められる。 しかし、 現実には、監査役は取締役

と同じカテゴリーであり、「仲間Jを訴えることは
期待しに くい。そのため、法改正は、株主が原告

となって会社のために取締役の責任を追及する訴

えを提起できるようにしたのである ・17)。

請求に従い、会社が役員へ損害賠償請求するケー

スが増えてきたと思われる。そのほか、これまで

の判例の蓄積により、勝訴 ・敗訴の類型がある程

度明確化されてきたことによ って、濫訴的提訴が

減少し、また、和解・・請求放棄などの増加に伴う、

既存係属案件の早期終了化等の事情があるとも考

えられる。全体からみると、日本においては、株

主による代表訴訟の件数は少ないと思われる。 し

かし、濫訴防止とは、訴訟数が多いからこれを抑

制することではなく、不当な訴訟の提起により会

社・取締役などがl時間(I(]・経済的 ・精神的膨大な

損害に生じる前に早い段階で止めることに目的が

②株主代表訴訟の現状 あると考えられる。そこで、件数が少なくとも、

1993年から 2007年まで、株主代表訴訟の地方 濫訴を抑制する必要があろう。

裁判所における訴訟係属件数は、下記図 148)に挙げ 他方、 件数が減少していることに反し、下記の

られている。 ように高額な賠償判決も相次いでいる。

件数

2-50 

200 

1るO

oO 

。
p!~サ 43qp eg、や可Fヂ やl$"夕、、 やや φ
や や やや や やや φ やや や ゆ φ ゃ、p

図 1 株主代表訴訟の件数

(資料版商事法務205号、商事法務1836号を基に
インターリスク総研作成)

近年、 1999年の202件をピークに減少の傾向が

あり、 2007年においては、前年、前々年より若干

増えたものの 122f(l:が提訴されている。いずれに

せよ、年間100件ないし200件の提訴数である。

訴訟係属件数が減少してきた理由は、株主よ り

提訴請求がなされる前に、または株主からの提訴

47)伊藤妨史 「監査役のための株主代表訴訟読本一一
同志社大学監資制度研究会と日本w，s主役協会関西
支部~3't実務研究会との共同研究報告件J 4:U (日
本監盗1位協会関西支部、 2003年)。

種業 5fj求内容 賠償金額

運営するドーナツ庖役員2名に
で無認可添加物を含53億 4350万円
メ む肉まんを販売した 役員 11名に

カ ことによって生じた5憶5805万円~
l損失の損害賠償請求2位1122万円
(ミスタードーナツ

事件)

恐喝による損害、同 取締役5名に

メ
社株式買占めにかか583憶6039万円
る仕手グループの債

カ 務肩代わりによる損

失の損害賠償部求

(蛇の目 ミシン事件)

メ
デリバディプ取引に 67億 540万円
よる損失の損害賠償

カ 請求(ヤクル トデリ

パテイプ損失事件)

子会社株式の貝取価l億 2640万円

不動産 格にi刻する損失に対
する損害賠償前求

賃貸 (アパマンショップ

事件)
ー

判決日

大阪最高

裁決定

2008.2.12 

東京高裁

判決

2008.4.23 

東京高裁

判決

2008.5.21 

東京高裁

判決

2∞8.10.29 

48) rD & 0リスクの最新動向と対策J< 2側特別サ> 図2 近年の株主代表訴訟における主な高額賠償寧案
3N、http://www.irric.co.jp/risk_i n fo/csrlpdfi 

(資料版/i1;ijIJ~法務を基にインターリスク総研作成)csrtopics2oo9_spl.pdf 
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通常、代表訴訟では、複数被告に対し複数の請

求が提起されるので、訴訟による請求の総額が非

常に高くなるo 図2によると、最近でも、 10億円

を超える高額な賠償金の支払いを命ずる判決が出

されているとわかったo

③濫訴防止策とその問題点

1990年代初頭のバブル崩壊による会社経営の混

乱および1993年の商法および訴訟費用法の改正

により訴訟費用が一律8、200円となって以来、株

主代表訴訟件数が急増したo これを背景としてア

メリカの訴訟委員会制度を導入し、訴訟制限の目

的を果たせようとする考え方が強調された。しか

し、日本法では、濫訴を防ぐ措置は十分備えてい

るという意見も多い。日本会祉法では、次の規定

が藍訴防止を定めている。以下には、その規定を

挙げる。

1)提訴株主の適格要件

訴権が濫用されることを防ぐため、原告適格者

を、六か月前から引続き当該会社の株式を有する

株主に限っている(会社法847条 l項)。日本はア

メリカと違って、行為時株主が要件となっていな

いから、取締役による会社損害行為がなされた後

に代表訴訟を提起する目的で株式を取得したもの

でも、六か月を待てば提訴できるのであるから、

濫訴防止機能は弱いとの指摘がなされている。

2)事前提訴請求制度

代表訴訟を提起しようとする株主は、事前に会

社(監査役あるいは監査役会)に提訴するよう請

求する必要がある。

監査役も経営者と同様、会社の内部者・役員で

あるから、取締役の「仲間J、或いは上司である取
締役に訴訟を提起することは考えにくい。もちろ

ん、社外監査役を設置する会社もあるが、しかし、

社外監査役とはいっても、実際に彼らを指名・選

任するのが取締役であることを考慮すれば、この

者に提訴の可能性も期待しがたい。たとえ彼らの

選任と関係がなくても、同じ役員として親しみが

生まれ、訴えを起こすことが困難になると恩われ

る。よって、監査役の真の独立性の不完全さが露

呈していると考えてもよいであろう。

3)担保提供制度

株主から株主代表訴訟を提起された被告取締役

は、裁判所に対し、訴えの提起が悪意に出たもの

であることを疎明し、原告株主に相当の担保の提

供を命ずるよう申し立てることができる(会社法

847条7項、 8項)。

提訴株主の適格の制限と事前提訴請求制度が濫

訴防止策として効果が弱く、担保提供制度のみが

有効な手段として利用されてきた。

もともと担保提供制度の趣旨には、原告株主の

株主代表訴訟が不当・不正の目的をもった行為に

該当する場合に被告が取得する損害賠償請求権を

確保する制度である-19)。すなわち、被告が株主の訴

訟提起が悪意であることを疎明すれば、裁判所は

被告取締役の請求により、原告株主に対して相当

の担保の提供を命じることができる。この場合、「悪

意jとは提訴株主の請求に正当な理由がなく、か

っその株主がそのことを知りながら訴えを提起し

た場合をいう。この場合正当な理由は、請求原因

の主張が失当であること、立証の見込みが低いこ

と、被告取締役の抗弁成立の蓋然性が高いことな

どがあると解されている則。そのため、担保提供命

令があったにもかかわらず原告株主が期間内に担

保を提供しなければ、訴えが却下される可能性が

ある。原告の経済的負担という面から濫用訴訟の

提起を防止する 51)という効果があるo そのため、

現行法の規定により、悪意で訴訟を提起すること

により被告取締役が損害を被る恐れがある場合に

は、原告株主に対する担保提供制度は濫訴を防ぐ

目的とする最も効果的な措置であると思われてい

る。

しかし、逆の視点から見れば、原告株主の動機

が「悪意」であることを容易に認定されると、正

当な代表訴訟まで請求を却下されることになる。

平成8年に小林秀之教授は、当時の担保制度命令

49)山田泰弘・前掲注(1)148頁。
50) r監査役のための株主代表訴訟読本一一同志社大学
監査制度研究会と日本監査役協会関西支部監査実
務研究会との共同研究報告書J29頁(日本監査役
協会関西支部、 2003年)参照。
51)新谷勝 f株主代表訴訟と取締役の責任J173頁(中
央経済社、 1994年)。
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申立裁判所の傾向に対して批判した加。かかる視点

からすれば、担保提供制度の担保の趣旨により、

過度に濫訴防止機能を担わせるのは無理である 53)

ということになる。

担保提供が被告取締役側に防御手段として利用

されすぎると、株主の取締役に対する監督機能が

弱くなることにより、株主代表訴訟が形骸化する

恐れがあろうと懸念する。要するに、担保提供制

度は、述べたように、原告株主に対して被告が被

る損害と同等の担保を提供するように命じれば、

原告側にはこの訴訟を遂行していくためにかなり

の経済的負担を覚倍しなければならず、悪意をも

っ原告株主の代表訴訟の歯止めになる効果があるo

そして、濫用的な代表訴訟は取締役にとって、長

期にわたり、金銭的・精神的に大きな負担になる

ので、かえって、会社に経営不振もしくは名誉損

失などの不利益をもたらす恐れがあるから、損害

回収の役割を果たせる担保提供制度として利用で

きれば、効果的であろう。

現実には、原告が担保を立てることを期待する

というよりむしろ、担保を立てることができない

ことによって訴訟を却下することに主眼がおかれ

て運用されている日}。上記の図2のように、代表訴

訟では、多くの場合、複数被告に対し複数の請求

が提起されるので、担保の総額が非常に高くなる。

裁判所に担保の提供を命じられれば、原告株主の

立場から見ると、勝訴しでも何の利益も得ないの

に、高額な担保を提供した上で敗訴でもすれば損

52)具体的に、 a、提訴時の資料のみで本案訴訟の帰趨
まで予測のは適時提出主義に反する。 b、株主は勝
訴しでも経済的利益を得ないから、相当額の担保

提供命令を例外としないと、代表訴訟制度の否定

につながる。 c、訴訟進行に従い証拠収集していく
日本の民事訴訟を前提にすると、株主の主張事実

が抽象的な義務違反に該当するとしても、「悪意j
があるとはいえない。 d、担保提供制度の審理と
本案審理は目的を異にするから、後者を先取りす

ることは妥当でない。小林秀之=近藤光男編『株

主代表訴訟体系「新版JJ5頁(弘文堂、 2002年)、
木村秀一「株主代表訴訟についての改正J回遁光
政編『最新 会社法をめぐる理論と実務J379頁(新
日本法規、 2003年)。
53)小林秀之「株主代表訴訟における担保提供と原告
の悪意J自正47巻 10号 122頁、新谷勝 f株主代
表訴訟ー改正への課題J182頁(中央経済社、

2∞1年)。
54)山田泰弘・前掲注(1)148頁。
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失になるのみである。そのため、原告株主が担保

の提供を断念し、訴訟が却下されるという結果と

なるのが通常であろう。結果的には、株主による

代表訴訟が提起きれとしても、訴訟の入り口で封

殺されてしまい、被告取締役にとって、使用しや

すい防御手段として利用し、正当な代表訴訟請求

が却下されることになる。

いずれにせよ、以上のような制度設計の下で現

時点では、日本の担保提供制度は濫訴防止策とし

てはすでに不十分なものであると考えられる。む

しろ、ジレンマに陥っているであろう。

(2)会社法制定時 (2∞5)における訴訟委員会に
対する諸意見

会社法制定時、訴訟委員会制度の導入について

賛否両論の意見があった。

平成15年10月22日法制審議会会社法部会の「会

社法制の現代化に関する要綱試案Jでは、「訴訟委
員会制度Jについて、委員会の「その構成をどう
のようにすべきか、裁判所の審査の範囲をどのよ

うに定めるか、現行法上の責任の全部免除・一部

免除制度(旧商法266条5項以下)との関係をど

のように整理すべきか等、検討すべき問題がある

という指摘がなされているほか、そもそも、要望

にあるような f訴訟委員会制度jが、我が国にお
いて取締役等に対する訴えを終了させる機能を実

質的に果たし得るかどうか自体を疑問視するJと
いう意見もあったお}。以下には、この方策に対する

具体的な賛成・反対の意見を挙げる却。

①経済界

アメリカの訴訟委員会制度については、以前か

ら日本でも広く知られており、これを日本にも導

入すべきであろうという声は、経済界の一部を中

心に聞かれていたところである。経済界が訴訟委

員会制度の導入を要望しているのは、嫌がらせる

55) r会社法制の現代化に関する要綱試案補足説明Jr会
社法制の現代化に関する要綱試案J1678号97頁(商
事法務、 2003年)。

56)相滞哲=i賓克彦=郡谷大輔=小館浩樹=岩崎友彦
=車問祐子=和久友子「会祉法制の現代化に関す

る要綱試案に対する各界意見の分析j別冊商事

273号39-40頁参照。



訴訟や会社の利益にならないと考えられる訴訟を

早い段階で終結させ、訴訟遂行にともなう被告取

締役や会社の負担を回避する途を開きたいからと

いうところにあったといえる。

②法曹界(弁護士)

訴訟委員会制度の導入について、反対ないし消

極の意見を主張するのは、弁護士会と大学関係者

に多く見られるo 訴訟委員会の要件(取締役から

の独立性)をどのように設定して制度構築するか

は容易ではないこと、さらに、訴訟実務上も訴訟

委員会の法定要件該当性の審理が先決問題となり

訴訟の遅延を招くことなど、かえって代表訴訟制

度の硬直化を生ずる恐れがある(日弁連)ことを

その理由をしている。それに、訴訟委員会の委員

の選任が株主総会に委ねられているのであれば、

その指名を取締役会がすることも考えられ、かか

る場合には、訴訟委員会が実質的に機能すること

は考えられないことも主張される。そして、会社

の利益については、担保提供制度において会社の

利益を十分考慮した制度設計を行えば足りるとす

るもの(東弁)と主張される 57)。要するに、訴訟委

員会制度の法定要件である構成委員(当該代表訴

訟に利害関係を有する者)の該当性を審理するこ

とは時間の負担が大きく、現在の日本に存在して

いる問題(訴訟提起から裁判所の判決まで時間が

長い)を解決するどころが、それを増々大きなも

のとするということを意味している。それ以外に

は、日本において、訴訟委員会制度が取締役など

に対する訴えを終了させることに実質的に機能し

得るかどうかについても疑問されている。

③研究者

大学等の研究者らの意見は、訴訟委員会制度を

日本法に導入することに対して賛否両論があった。

一部の研究者は、訴訟委員会は、現状では当該

委員会の権限濫用の危険性が高いこと、全株主の

ための判断を適切に行い得る社外取締役などが十

分に定着していない現状があるという理由をもっ

て、委員会設置に反対する。

57)近藤光男・前掲注 (44)610頁注 (8)参照。

一方で、現在の株主代表訴訟は、原告の準備書

面が不十分で、会社も沈黙を守るから、裁判所に

は会社の実態も分からないから、むしろ会社から

それなりの意見・調査結果などを提供するように

したほうがよいという訴訟委員会制度の設置を主

張する研究者もいる。不当な訴えがあると、取締

役にそれに関わる時間的なロスとか精神的なロス

は大きく、株主代表訴訟を適切に整理する意味で、

社外のメンバーによって構成される訴訟委員会を

設置し、そこである程度整理をした上で、裁判所

に行かずに解決できると方法を考えるべきである

研究者もいる則。

他方、アメリカの株主代表訴訟の件数は極めて

多いため、訴訟委員会という制度を設立したのは

当然であるが、アメリカと比べ、日本の訴訟件数

がかなり少ないため、訴訟委員会を設置する必要

はないと思っている人も少なくない。

要するに、取締役に対する訴え提起・継続にか

かる会社の利益を総合的に考感して当該訴えを終

了させることができる方策については、経済界よ

りその導入の要望が出されていること、訴訟委員

会制度については、その構成をどのようにすべき

か、裁判所の審査の範囲をどのように規律すべき

か、現行法の責任免除との関係をどのように整理

すべきかなど様々な問題が残っており、これらが

検討されなければならない。

様々な異論がされていたが、最終的にアメリカ

の訴訟委員会制度を日本に導入しでも訴訟の迅速

な終了には役立たないとの意見が大半を占め、制

度を導入するより、実体的な訴訟終了事由を規定

するほうが効率的であるという結論になった制。以

上のような意見対立のもとで訴訟委員会は認めら

れず、現行会社法 (2005年)が成立した。

(3)小括

日本法においては、濫訴防止策として提訴株主

の適格要件、事前提訴請求制度、担保提供制度お

よび不提訴理由香の提供制度が設けられている。

58)江頭憲治郎=森本滋=相滞哲=永井趣明「会社法
制の現代化に関する要綱試案の論点J別冊商事
271号 18頁(商事法務、 2∞4年)。
59)江頭鑑次郎「会社法制の現代化にl瑚する要綱試案
の解説田J商事法務1723号8頁 (2005年)。
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会社法の第847条の規定から見れば、提訴株主
の適格要件および事前提訴請求制度が濫訴防止策

として機能は弱いことが分かる。要するに、提訴

を目的とする株主が株式の取得により 6カ月後に

訴えを提起することができるようになる。また、

監査役の「仲間意識Jで取締役に対する訴えを提
起することは期待しがたい。不提訴理白書の提供

も同様な状況に存在すると考えられる。従来から

監査役の検討範囲と対象が明らかにされていない

ため、監査役は、被告取締役の無罪を前提とする

調査・検討を行い、その結果を理由書に記載する

可能性があろう。

濫訴防止策のーっとして有効に利用されてきた

担保提供制度は、被告取締役にとって使用しやす

い防御手段である。高額な担保提供を裁判所に命

じられれば、原告株主が損失を避けるために担保

の提供を断念し、訴訟が却下される場合が多いと

考えられる。結果的には、正当な訴訟請求も却下

される可能性があろう。従って、近年においては、

担保提供制度はほとんど利用されていなし、。すな

わち、効果的な濫訴防止策としての担保提供制度

は不充分きが露呈し、機能していなしE。実際に担

保提供制度を利用しようとしても、正当な訴訟が

却下される可能性があり、反対に、利用しなかっ

たとしても、代わりとなる有効な対策も存在して

いないのが現状である。

他方、中国の現段階においては、原告株主の適

格要件と事前提訴請求制度が過度に制限され、代

表訴訟制度の発展を阻む。また、担保提供制度の「悪

意jを認める範囲に対して判断基準を把握しにく

いため、当該制度の濫用を招く恐れがある。今後、

中国法の株主代表訴訟に担保提供制度を設けよう

としても、現時点の日本と同じような状況になる

のではないかと予測できる。すなわち、担保提供

制度を利用すれば、正当な訴訟が却下される可能

性があり、反対に、利用しなければ、代わりとな

る有効な対策が存在していなし、たとえ日本法の

担保提供制度の欠点を改めたとしても、極めて時

間・労力・費用が要すると考えられ、加えて、そ

の「新J制度が機能するかどうかについても疑問
であるo

以上によると、中国の現段階では、株主に代表
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訴訟を提起するインセンテイプを与えることが急

務でありながら、効果的な濫訴防止策の設置も必

要である。

3.検討

(1)訴訟委員会制度の長所

訴訟委員会は、厳密かつ誠実な社内調査を行い、

「会社の最善の利益に反するJ訴訟を早い段階で防
止することができる。すなわち、不当な訴訟が裁

判所に提起される前に会社内部で歯止めとなる。

よって、濫訴防止策として効果的であると考えら

れるo

本来、訴訟委員会制度は、独立した社外取締役

が会社内部を長期間にわたり調査することによっ

て下した判断は、会社にとって最善な利益を保全

するために最良な結果であると考えられ、またそ

の判断が裁判所に尊重される制度である。裁判所

は、訴訟委員会の下した判断を全て尊重するわけ

でなく、訴訟委員会の独立性、調査の手続の誠実

性について審査している。

アメリカ法にそってみると、裁判所は、訴訟委

員会の下した判断を一定の限度で尊重していると

はいえ、訴訟委員会の決定手続及びその誠実さ、

訴訟委員会の独立性について審査することを再度

検討しているのではないかと思われる。

(2)訴訟委員会制度の短所

前述したように、「構造的偏向jが訴訟委員会の

最大な弊害であると思われている。しかし、訴訟

委員会の構造的な偏向というより、構成員のメン

バーの同僚的関係により訴訟委員会が独立の判断

を下すことを妨げられることが最大の問題であろ

うと筆者は考える。他方で、たとえ構成員のメン

バーが被告取締役に同情を持ち、弁護士に全面的

に依拠し誠実性を欠いた判断を下すとしても、裁

判所による審査・検討で訴訟委員会の独立性、調

査の十分性或いは手続の誠実性が否定される可能

性が非常に高い。結果的には、訴訟委員会が被告

取締役への偏向をすることと、戦略を練ることを

諦め、誠実な調査を行わなければその存在意義は

なくなるであろう。



また、訴訟委員会の構成員の適格性(当該代表

訴訟に利害関係があるかどうか)を審理する時間

制限は決めていないため、時間的な負担が大きい

という見解がある。しかし、考えてみれば、日本

の訴訟時間も決して短いとはいえない。それに、

何度も控訴される場合があるから、さらに時間が

延ばされてしまう。訴訟委員会の場合には、合理

的な時間内で審査が終了すれば、訴訟も終結に長

時間を要することなく終結になる。従って、訴訟

委員会による審査も効率的であろう。

(3)短所の改善

①構成員員数

アメリカ法において、訴訟委員会の員数要件は

二人以上の構成員で構成されることが要求されて

いるが、筆者は、「二人以上」の人数基準は少ない

と思う。訴訟委員会の構成員が二人の場合には、

中の一人が取締役を無罪にする判断を下すことを

主張する場合、もう一人の審査を動揺させること

にもなる。これに対し「三人以上」の構成員が備

えていれば、このような状況にあっても、利害関

係がある構成員の判断を排除することが可能であ

ろう。そのため、訴訟委員会の構成員の人数を多

数決が機能する三人以上にすべきではないかと

思っている。

②構成員の資格

アメリカ法の訴訟委員会においては、構成員の

メンバーは被告取締役と利害関係のない者である

と要求されているが、実務上には難しいと思われ

るo そのため、日本に訴訟委員会制度を導入する

場合には、訴訟委員会のメンバーの候補者として

専門家による組織を創設する必要があると思う。

具体的には、弁護士・公認会計士・企業コンサル

タント、つまり司法・会計・経営のベテランを候

補者として、常設ではない組織を作り、株主代表

訴訟の事件があった場合、その候補者の中から当

該事件または被告取締役と利害関係のない者を選

択し、訴訟委員会を設立するo それに加えて、構

成員のメンバーを決定する際には、取締役会及び

原告株主双方の同意が必要というルールを設定す

ることにすれば、訴訟委員会構成員の独立性はさ

らに強まるであろう。

(4)日本・中国法における訴訟委員会制度の必要性

まず、訴訟委員会は、濫訴防止策として会社の

最善の利益に反する訴訟を早期に抑止することが

できる。日本では担保提供制度が濫用訴訟の重要

な防止策のーっとして利用されてきたが、現在で

は、その機能の面ですでに不充分となっているロ

中国法においても、有効な澄訴防止策を備えてい

ない。そこで、日本・中国法では、濫訴防止とし

て一定の機能を有しているアメリカの訴訟委員会

制度を必要としている。一方で、現在の日本・中

国においては、株主代表訴訟の件数が比較的に少

ないから、濫用的な訴訟を防止することは必要が

ないと思っている人が多いかもしれない。しかし、

濫訴防止とは、単に訴訟の件数の多少の問題では

なく、当該訴訟の質的な、すなわち、取締役に対

する株主の監視を強め、会社経営を合法・妥当な

ものとする趣旨にあるといえる。かかる視点から

見るとき、現存の法整備が不充分であることは明

らかと考えられるので、日本・中国法に新しい法

整備として訴訟委員会制度を導入する必要がない

とはいえないと考えるo

次に、現在の監査役制度の人的関係からもたら

される不充分きが表面化している。監査役が会社

の「仲間J、或いは上司である取締役に訴訟を起こ
すことは考え難い。社外監査役を設置する会社で

も、彼らを選任した取締役に対する提訴の可能性

は期待されにくい。たとえ彼らと上下の関係が存

在しなくても、同じ会社内の人的関係・報酬関係

によって反独立性が生まれ、訴えを起こすことも

困難だと考えられるo よって、監査役制度の不完

全さを改めることが必要であろう。日本では法規

定にそった担保提供制度は濫用訴訟を防止する手

段として利用されてきたが、現在では、この制度

はすでにその機能の面で不充分となっている。す

なわち、利用すれば、正当な訴訟提起の阻害にな

る可能性が高く、反対に、利用しなければ、効果

的な濫訴防止策が存在しないという状況になって

いる。従って、訴訟委員会を日本法において制度

として導入するのは有益であろうと考えられる。

さらに、日本においては、株主が訴訟を起こし
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ても、事実と証拠の多くが会社に握られているこ

とにより、原告株主が情報不足で準備する書面は

たいてい不充分である。会社が沈黙する場合が多

いため、裁判所は事件に関する情報・証拠などの

ポイントも掴むことができない。このような場合

には、会社内部の情報・意見が期待されていると

いえよう。また、裁判官が会社の経営者のベテラ

ンではないので、様々の業界の会社に対して経営

に最善の判断を下せるかどうかも疑問である。従っ

て、訴訟委員会制度の独立した社外取締役(司法、

経営、会計のベテラン)を設置し、会社内部を調

査させ、会社によって最善な判断を下させるのが

最適であろう。

おわりに

現時点で、アメリカ法に存在する訴訟委員会制

度には、その運用面でも問題点は存在する。しかし、

それは、むしろ制度の構造の問題でなく、構成員

を選ぶときに人為的な問題であると筆者は思う。

日本の場合には、現在に存在問題を解決できる訴

訟委員会を導入すべきであると思う。-Ji導入す
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れば何にかが起こるであろうと恐れて拒否するの

が偏りであろう。

中国の現段階では、株主の代表訴訟提起の積極

性を高める、株主の視点から経営者の違法行為を

監督する仕組みを設計することが重要な課題であ

る。他方、株主による代表訴訟の濫用の可能性も

否定できない。従って、株主に利用しやすい制度

設計の備える同時に、その濫用防止策も設けなけ

ればならない。

グローパル化の進行により、各国の大企業聞の

競争または連携が国境を越えて激化してきたこと

を背景として、資本市場の拡大や競争力の強化な

どのグローパリゼーションに対応できる法制度の

制定が必要である。日本も中国も、様々なパラダ

イムの変化にふさわしい商法・会社法の改正が行

われてきた。このような視点から、日中には、ア

メリカの経験を踏まえ、訴訟委員会制度が法整備

として認知すべきであろう。私は、そもそも日本・

中国はアメリカと様々な差異があり、その制度の

優位を学び、より完備な改正をして自国の司法制

度を整備すればよいであろうと考える。


